
別記様式第十四号（第六十一条関係） 別記様式第十四号（第六十一条関係）
（略） （略）

（Ａ４） （Ａ４）
添 付 書 類  添 付 書 類 

誓約書 誓約書
（ 商 号 又 は 名 称 ）は、 （ 商 号 又 は 名 称 ）は、

不動産特定共同事業法（平成６年法律第77号


）第44条第１号、第４号、第５号及び第８号に該
当しない者であることを誓約します。

不動産特定共同事業法（平成６年法律第77条


）第44条第１号、第４号、第５号及び第８号に該
当しない者であることを誓約します。


年

月

日


年

月


日
商号又は名称 商号又は名称
本店所在地 本店所在地
代表者氏名  代表者氏名 

金融庁長官 金融庁長官
国土交通大臣 殿 国土交通大臣 殿

知事 知事
記載要領 記載要領
１・２ （略） １・２ （略）
３ 添付書類１ ３ 添付書類１
 （略）  （略）
 役員（法人であるものを除く。）、不動産特定共同事業法施行令


（平成６年政令第413号）

第10条で定める使用人及び事務所ごとに置かれる不動産特定共同事業法（平成６年法律第77


号。以下「法」という


。）第50条第２項において準用する第17条第１項に規定する者の１人１
人についてそれぞれ作成すること。
なお、「賞罰」の欄は、法第６条第10号ロからルまで


のうち該当するものを全て記入すること。

 役員（法人であるものを除く。）、不動産特定共同事業施行令


（平成６年政令第413号）第
10条で定める使用人及び事務所ごとに置かれる不動産特定共同事業法（平成６年法律第77号


）

第50条第２項において準用する第17条第１項に規定する者の１人１人についてそれぞれ作成
すること。
なお、「賞罰」の欄は、法第６条第10号ハからヲ


のうち該当するものを全て記入すること。

４～７ （略） ４～７ （略）
別記様式第二十号（第七十四条関係） 別記様式第二十号（第七十四条関係）
（略） （略）
記載要領 記載要領
１ 各面共通事項 １ 各面共通事項
・ （略） ・ （略）
 添付書類１は、役員（法人であるものを除く。）、不動産特定共同事業法施行令


（平成

６年政令第413号）第13条で定める使用人の１人１人についてそれぞれ作成すること。なお、
「賞罰」の欄は、不動産特定共同事業法（平成６年法律第77号。以下「法」という


。）第６条


第10号ロからルまで


のうち該当するものを全て記入すること。

 添付書類１は、役員（法人であるものを除く。）、不動産特定共同事業施行令


（平成６
年政令第413号）第13条で定める使用人の１人１人についてそれぞれ作成すること。なお、「賞
罰」の欄は、不動産特定共同事業法（平成６年法律第77号。以下同じ


。）第６条第10号ハから


ヲまで


のうち該当するものを全て記入すること。
 （略）  （略）
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